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はじめに 

 

本県では、広島県総合計画「安心・誇り・挑戦 ひろしまビジョン」（令和２年度策定）

において新たな広島県づくりを推し進めており、県民の安全・安心で豊かな生活を支える

「持続可能な集約型都市構造」（目指す姿）の実現に向け、都市に降った内水を排除するこ

とで浸水被害を防除するとともに、公共用水域の水質保全と生活環境の改善を図るため、

国土交通省や関係市町と連携し、下水道の整備を推進して参りました。 

これまでの取り組みにより、現在、県内 23 市町のうち 22 市町(14 市８町)で公共下水道

事業が実施され、県が整備している流域下水道の３処理場を始め、県内 65 箇所の処理場に

おいて約 213 万人分の汚水処理が行われており、令和４年度末の下水道処理人口普及率は

77.2％に達しております。また、公共下水道以外の集落排水と浄化槽などを含めた汚水処

理人口普及率は、89.8％となっております。 

今後、本格的な人口減少・高齢化等の到来、施設の老朽化の進行、地方財政運営の一層

の健全化が求められることなど、取り巻く環境変化を踏まえれば、適切な管理･運営の下で

の一定のサービス水準の継続的確保等を目的に、計画・整備段階に止まらず、維持管理や

再構築時のあらゆる段階において、各汚水処理施設等の連携など汚水処理全体の効率化を

図ることが必要であります。このため、県の汚水処理関係部局と市町と連携・協力のもと、

令和２年３月に、「広島県汚水適正処理構想」を改訂し、本構想に基づき、より一層の効率

的・効果的な施設整備を進めています。また、令和３年３月には、下水道事業の事業運営

の一層の効率化を図るため、「広島県下水道事業広域化・共同化計画」を策定しました。 

さらに、都市型浸水被害の解消、合流式下水道の改善、東日本大震災をはじめ各種災害

における下水道の防災・減災対応など危機管理のあり方や電力需給の逼迫を契機に加速す

る循環型社会・低炭素社会の構築への貢献など、下水道に求められる課題は多くあります。 

こうした状況下で、引き続き下水道事業を推進していくためには、社会生活に不可欠な

ライフラインである下水道の仕組みや効果を積極的に発信し、下水道の必要性と費用負担

について、広く県民の理解を得ていくことが重要となります。 

おわりに、この冊子は、本県の下水道の現況を取りまとめたものであり、各方面で広く

ご活用いただき、下水道行政に対するご理解とご協力をお願いします。 

 

 

令和６年３月 

広島県土木建築局都市環境整備課 

課長  後藤 裕司 
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Ⅰ  下 水 道 の 概 要 

 

１ 広島県の下水道のあゆみ 

 

 広島県で最初に下水道事業に着手したのは広島市で、明治４１年と古い。その次に着手したのは呉市

で昭和１８年である。しかし、両市ともその当時の下水道事業は、財政上の都合で再三工期が延期され、

また、第２次世界大戦により下水道施設は壊滅的な被害を受けたうえ、戦後も戦災復興のためしばらく

下水道の建設は中断せざるを得なかった。広島県の下水道普及率が低いのも、この大戦による施設の損

壊が原因の一つであると言える。 

 戦後、創設期の下水道は汚水を未処理で河川等に放流するなど、近代都市の下水道としては不完全な

うえに、施設の大半が戦災復興や道路網の変更で使用できなくなったのをきっかけに都市部において下

水道事業に着手しなければならない状態になり、昭和２６年から広島市、３４年に呉市で事業が再開さ

れ、また、２７年に福山市、３５年に大竹市で事業が始められた。 

 その後、都市部への人口集中、経済の発展に伴う生活排水、工場排水の増加のため、河川の汚濁が目

立ち、下水道の整備、特に処理施設の充実が強く要請されてきた。また、近年では生活様式の高度化に

伴い、都市部に限らずトイレの水洗化等汚水処理に対する重要性が増しており、下水道を始めとした汚

水処理施設の整備が緊急の課題となっている。 

 令和５年３月末現在、公共下水道（特定環境保全公共下水道含む）は、広島市を始め１４市８町が事

業を実施し、流域下水道３処理場を含む、県内６５箇所の処理場が稼動し、その処理人口は約２１３万

人であり人口普及率は７７．２％となっている。 

 一方県では、旧公害対策基本法（現環境基本法）に基づく水質汚濁にかかる環境基準の設定や下水道

法の改正により、昭和４５年度から太田川・瀬野川、芦田川、黒瀬川、沼田川、江の川等の流域別下水

道整備総合計画を順次策定してきた。 

 この計画に基づき、県は昭和４７年度から太田川流域下水道、昭和４９年度から芦田川流域下水道、

平成２年度から沼田川流域下水道に着手した。 

 太田川流域下水道太田川処理区、同瀬野川処理区、芦田川流域下水道、沼田川流域下水道は、それぞ

れ、昭和５６年１０月、昭和６３年１０月、昭和５９年１０月、平成８年３月に一部供用開始した。 

 なお、太田川流域下水道太田川処理区については、広島市の広域合併の進展により、流域下水道事業

としての要件を満たさなくなったことから、平成２年度に広島市へ移管した。 

 また、循環型社会の構築に向けて、汚泥バイオマスエネルギーの活用を図るため、太田川流域下水道

東部浄化センターでは消化ガス発電システムを導入、芦田川流域下水道芦田川浄化センターでは汚泥固

形燃料化事業に着手し、平成２９年 1月に供用開始した。  
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２　下水道の役割

　　　　　　◎公共用水域の水質保全 　　　　　　　　　　　◎浸水の防除

　　　　　　◎快適な生活環境の確保 　      　　　　　　◎トイレの水洗化

３　下水道の種類

水を排除し、又は処理するもの。

公共下水道（狭義）

公共下水道

主として市街化区域内（市街化
地方自治体が管理する下水道 区域が設定されていない都市計

下　水　道 で終末処理場を有するか、又 画地域にあっては既成市街地及
は流域下水道に接続するもの。 びその周辺の地域）における下

特定環境保全公共下水道
都市下水路

流域下水道
特定公共下水道

２市町村以上の区域の下水を
排除し処理する下水道で、幹 特定の工場や事業場から排出さ
線管渠・中継ポンプ場及び終 れる汚水（計画汚水量の概ね2/3
末処理場の部分をいう。 以上を占める）を処理するもの。

市街化区域以外の地域において
主として市街地における雨水 設置されるもの。
を排除するために、市町村が
管理する下水道。

家庭等から出る汚れた水は、処理場で処理され、
きれいにしてから川や海に流されます。
そのため魚や生物がすむことが出来る清流がよ

みがえります。

道路や庭に降った雨水は、下水道で整備される
雨水管渠へすみやかに流れ込みます。

そのため、大雨が降るたびに浸水に悩まされて
いた地域でも、浸水の心配から開放されます。

清潔で快適な水洗トイレを使用することができ
るようになります。

そのため、子供はもちろんお年寄りでも安心し
てトイレを使うことができ、悪臭にも悩まされる
ことがなくなります。

汚いドブや溝がなくなります。そのため、蚊やハエの
発生を防いで、疾病の心配もなくなります。

そして、町並みも美しく、快適で安心な暮らしができ
ます。
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  下水（汚水（生活排水等）と雨水）を集める方法には，2 通りあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●分流式● 

 汚水と雨水を分別して集める方法 

●合流式● 

 汚水と雨水を混同して集める方法 
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≪下水処理場のしくみ≫

固形燃料化
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１　流域別下水道整備総合計画

　　下水道には大きくわけて次の４つの目的があります。

　　　（１）　周辺環境の改善

　　　（２）　トイレの水洗化

　　　（３）　市街地の雨水による浸水被害の防除

　　　（４）　公共用水域の水質保全

芦　田　川　等 黒　  瀬 　 川 沼　田　川　等 江　  の  　川 広　  島  　湾 燧   　　灘 備讃瀬戸海域 呉地先海域等

流域別下水道 流域別下水道 流域別下水道 流域別下水道 流域別下水道 流域別下水道 流域別下水道 流域別下水道

整備総合計画 整備総合計画 整備総合計画 整備総合計画 整備総合計画 整備総合計画 整備総合計画 整備総合計画

（河川指定） （河川指定） （河川指定） （河川指定） （河川指定） （河川指定） （河川指定） （河川指定）
［ＢＯＤ］ ［ＢＯＤ］ ［ＢＯＤ］ ［ＢＯＤ］ ［ＢＯＤ］ ［ＢＯＤ］ ［ＢＯＤ］ ［ＢＯＤ］

芦田川水域 黒瀬川水域 沼田川水域 江の川水域 広島市内水域 沼田川水域 高梁川水域 黒瀬川水域

S48.2.27 S49.4.2 S48.2.27 S48.3.31 S45.9.1 S48.2.27 S45.9.1 S49.4.2

山南川水域 （海域指定） 賀茂川水域 江の川関連支川水域 S60.3.18 賀茂川水域 芦田川水域 野呂川水域

S60.3.18 ［ＣＯＤ］ S50.6.13 S51.4.13 太田川関連支川水域 藤井川水域 S48.2.27 高野川水域

安芸津・安浦 S50.6.13 S50.6.13 山南川水域 三津大川水域

地先水域 S61.3.31 燧灘北西部 S60.3.18 木谷郷川水域

S49.4.2 小瀬川水域 流入河川水域 （海域指定） S51.4.13

S48.3.31 本郷川水域 ［ＣＯＤ］ （海域指定）
小瀬川関連支川水域 S51.4.13 箕島町地先海域 ［ＣＯＤ］

S51.4.13 （海域指定） 備讃瀬戸 呉地先海域

H18.3.2 ［ＣＯＤ］ S49.5.13 S48.2.27

広島湾西部及び 燧灘北西部水域 ［Ｔ－Ｎ、Ｔ－Ｐ］ 安芸津・安浦地先海域

広島湾流入河川水域 S49.5.13 箕島町地先海域 S49.4.2

S51.4.13 ［Ｔ－Ｎ、Ｔ－Ｐ］ 備讃瀬戸(ロ) ［Ｔ－Ｎ、Ｔ－Ｐ］

八幡川水域 燧灘北西部水域 H9.4.28 呉地先海域

S50.6.13 H9.4.28 安芸津・安浦地先海域

ニ河川水域 H9.4.10

S49.4.2

（海域指定）
［ＣＯＤ］

広島湾西部水域

S45.9.1

S49.5.13

広島湾水域

S49.10.1

呉地先水域

S48.2.27

［Ｔ－Ｎ、Ｔ－Ｐ］

広島湾西部水域

H9.4.28

広島湾水域

呉地先水域

H9.4.10

　しなければなりません。（下法第６条第５項、第２５条の２５第５項）

　きました。

初期の下水道は、（１）、（２）、（３）までを下水道の目的としていましたが、急激な都市への人口の集中と経済活動の大規模化

により、公共用水域の水質汚濁が大きな社会問題となり、（４）を目的とする下水道整備に対する社会的要請が非常に強くなって

このような背景から、昭和４５年１２月の下水道法の改正により、環境基本法（旧公害対策基本法）第16条に基づく水質環境基

　整備に関する総合的な基本計画（流域別下水道整備総合計画）を、都道府県が策定すべきことが定められました。（下法第２条の２）

準の水域類型が指定された水域について、その水質汚濁が２以上の市町村の汚水による場合は、当該流域についての下水道

したがって、個々の下水道計画は、流域別下水道整備総合計画（略称「流総計画」）を広域的な計画として、その計画に適合

　　本県が策定（中）の流域別下水道整備総合計画の概要は、次のとおりです。

S50.6.13

S61.3.31

Ⅱ　　下　水　道　の　計　画

流域別下水道整備総合計画の概要

［ＢＯＤ］

S60.3.18

河　　川　　流　　総

太田川関連支川水域

海　　域　　流　　総

（河川指定）

水域の類型指定

調査名

広島市内水域

太田川・瀬野川

流域別下水道

整備総合計画項目

S45.9.1
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芦　田　川　等 黒　  瀬 　 川 沼　田　川　等 江　  の  　川 広　  島  　湾 燧   　　灘 備讃瀬戸海域 呉地先海域等
流域別下水道 流域別下水道 流域別下水道 流域別下水道 流域別下水道 流域別下水道 流域別下水道 流域別下水道
整備総合計画 整備総合計画 整備総合計画 整備総合計画 整備総合計画 整備総合計画 整備総合計画 整備総合計画

　　調査年度 平成３年度～ 平成４年度～ 昭和６０年度 平成６３年度～ 平成２３年度～ 平成２４年度～ 平成２９年度～ 令和元年度～

　（最新計画） ５年度 平成２年度 平成２７年度

2,441 1,620 579 1,113 3,748 4,163 2,071 3,377 1,031

芦田川　　８７０ 沼田川　　５４０ 河川流域 　 ２，２７２ 河川流域 　 ５４４

山南川　　　２３ 黒瀬川　　２３８ 賀茂川　　　７４ 江の川　　２，６１８ 海域直排　  　　３１９ 燧灘　１，１０５ 備讃瀬戸　　１，６１１

　計　　　　８９３ 　計　　　　６１４ 　計　　　　２，５９１ 　計　　　  　５４４

　４　市 　２　市 　３　市 　２　市 ７　市 　５　市 　５　市 　２　市
１０　町 　３　町 　６　町 ２３　町 ６　町 　１　町 　２　町 　１　町

　３　村
平成２年～ 昭和５７～ 昭和５３～ 昭和６２～ 平成２７年度～ 平成２３年度～ 承認予定年度～ 平成29年～

２２年度 平成２２年度 平成１７年度 平成２２年度 令和１２年度 令和１３年度 令和２６年度 令和27年度

公   共

下水道

計画処理 流   域

区域面積 下水道

下 （ｈａ）

公   共

水 下水道

計画処理 流   域

人　　口 下水道

道 （千人）

公   共

計 下水道

計画下水量 流   域

日　最　大 下水道

画 （千ｍ3／日）

公   共

の 下水道

処理場 流   域

（カ所） 下水道

概

福山市 呉　市 三原市 三次市 広島市 竹原市 三原市 呉市
要 府中市 東広島市 竹原市 庄原市 呉市 三原市 尾道市 東広島市

神辺町 黒瀬町 本郷町 大朝町 大竹市 尾道市 福山市 大崎上島町
新市町 川尻町 河内町 千代田町 東広島市 福山市 府中市
沼隈町 安浦町 東広島市 吉田町 廿日市市 東広島市 庄原市
御調町 八千代町 江田島市 大崎上島町 世羅町
世羅町 甲田町 安芸高田市 神石高原町

関係市町村 甲山町 上下町 府中町
総領町 海田町
甲奴町 熊野町
布野村 坂町
吉舎町 安芸太田町

三良坂町 北広島町
西城町
比和町
君田村

（当初）H10.1.30 （当初）S58.1.31 （当初）H14.8.6 （当初）H28.3.31 （当初）R2.3.27 （当初）R3.3.31

(当初申請）

S54.7.4

備讃瀬戸流総 呉地先流総 燧灘流総に発展 河川協議中

に発展　　　　 に発展

※H24年度以降、大臣同意協議は同意無し協議となりました。

※類型の指定日及び変更日は各整備計画策定時の最新日です。

※策定中の計画は、最新数値であり確定値ではありません。

※数字はすべて広島県分のみ。

※市町村名、市町村数は調査時点（合併前）のものです。

120.5

8

340.4

350.6

5.9

139.9

－

8

5,724

－

5,724

177.4

－

177.4

120.5

－

642

11,726

12,368

10.2

（ｋ㎡）

調査市町村数

項目

調査区域面積

96.5

　計　　　１，８２２

262.9

15,405

5,869

1,552

9.8

15,758

5,869

　２　市

　２　村

4,227

－

4,227

（ｋ㎡）

うち流域面積

496.3

9.4

468.5

１２　町

流域別下水道
整備総合計画

平成１７年度

昭和４７～

瀬野川　　　１２２

17,406 353

計画年次

調査名

太田川　１，７００

６３年度

昭和６１年度～

－

505.7

－

62.7

69.6

120.1

458.7

179.2

262.9 96.5

1

4

計

19

計

1

19

－

62.7

備　　考

976.7

358.6

1,335.3

824.4

323.3

1,147.7

14

戸河内町
筒賀村

広島湾流総に発展

湯来町
加計町

熊野町
東広島市

（当初）S48.3.13

（見直し）H13.12.21

－ 2,029

3,581

－

－

68.2

計

6,035

23,441

（下水道法
第２条の２）

100.3

5

5 4

－ 1

5

計画の承認（同意）

向原町
吉和村

168.5

50.5179.2

府中町
海田町
坂　町

広島市

15計 5

太田川・瀬野川
河　　川　　流　　総 海　　域　　流　　総

288.3

1,433.8

2,677

3,261

602.3

153.0

21,787

5,275

27,062

1,145.5

33.9

45.7

5,938

77.6

72.4

150.0

（令和５年３月31日現在）

755.3

27

1

28

145.8

4

1

5

1

8

79.6

7

6



流域別下水道整備総合計画調査区域図

備 讃 瀬 戸
流総計画調査区域

備 讃 瀬 戸
流総計画調査区域

呉 地 先
流総計画調査区域

広 島 湾
流総計画調査区域

広 島 湾
流総計画調査区域
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

広島

全国平均

沖縄

鹿児島

宮崎

大分

熊本

長崎

佐賀

福岡

高知

愛媛

香川

徳島

山口

岡山

島根

鳥取

和歌山

奈良

兵庫

大阪

京都

滋賀

三重

愛知

静岡

岐阜

長野

山梨

福井

石川

富山

新潟

神奈川

東京

千葉

埼玉

群馬

栃木

茨城

福島

山形

秋田

宮城

岩手

青森

北海道

77.2%

81.0%

72.1%

43.5%

61.4%

54.6%

70.5%

64.3%

64.0%

84.0%

41.7%

57.3%

46.6%

19.3%
68.9%

70.0%

52.0%

74.1%

29.5%

82.8%

94.0%

96.8%

95.4%

92.5%

60.0%

81.0%

65.5%

78.0%

85.1%

68.7%

83.0%
85.6%

87.1%
78.2% 97.1%

99.6%77.1%

83.2%

56.4%

69.2%
65.0%

55.4%

78.8%

68.4%

83.5%

63.2%

62.9%

91.9%

※東日本大震災の影響により、福島県は調査不能な町（大熊町、双葉町）を除いた値を公表している。
福島県については、上記町以外でも東日本大震災に伴う避難の影響により人口が流動していることに留意する
必要がある。

Ⅲ 下 水 道 普 及 率

１ 都道府県別下水道処理人口普及率
令和５年３月31日現在
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96.4%

88.6%

19.9%
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41.1%
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35.3%
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２ 県内市町の下水道処理人口普及率

令和５年3月31日現在

大竹市

廿日市市

江田島市

三原市

世羅町

庄原市

福山市

安芸高田市

三次市

北広島町

安芸太田町

東広島市

府中市

呉市

神石高原町

大崎上島町

呉市

府中町

海田町

坂町
竹原市

熊野町

凡 例

～１０％

～4０％

～６０％

～8０％

～１００％

～２０％

下水道未実施

広島市

尾道市
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（各年度末）

３ 普及率の変遷

全国

広島県

※全国平均値は、東日本大震災の影響により、H22は岩手県、宮城県、福島
県、H23は岩手県、福島県、H24、H25、H26は福島県の数値を含まない。H27
以降は、福島県は調査不能な市町村を除いた値としているため、全国平均値
は参考値としている。
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４  公共下水道整備状況（令和４年度末）
（令和5年3月31日現在）

う　　ち 人　口 市街化 全体計画 面　積 面　積

都市名 処理人口 普及率 区域面積 面　　積 整備率 普及率 備　　　　　　　　考

（Ａ）　人 （Ｂ）　人 (Ｂ/Ａ) （Ｃ）　ｈａ （Ｄ）　ｈａ （Ｅ）　ｈａ (Ｅ/Ｄ) （Ｆ）　ｈａ (Ｆ/Ｄ)

広島市 1,181,868 1,139,117 96.4% 16,276.0 17,336.8 14,670.3 84.6% 14,670.3 84.6%
太田川流関、廿日市公共
関連含む

呉市 208,096 184,448 88.6% 3,575.0 4,864.6 3,939.7 81.0% 3,930.6 80.8% 特環含む

竹原市 23,389 4,650 19.9% 0.0 686.1 123.7 18.0% 123.7 18.0% 特環含む

三原市 88,617 43,931 49.6% 1,354.0 1,624.5 1,408.6 86.7% 1,278.1 78.7% 沼田川流関、特環含む

尾道市 129,314 21,916 16.9% 2,011.9 668.2 497.4 74.4% 497.4 74.4% 特環含む

福山市 459,160 350,209 76.3% 9,685.0 10,191.9 7,436.8 73.0% 7,428.5 72.9% 芦田川流関含む

府中市 36,326 12,607 34.7% 1,169.0 897.4 475.8 53.0% 477.8 53.2%
芦田川流関、特環、尾道
市上川辺処理区含む

三次市 49,106 20,188 41.1% 0.0 1,157.0 851.9 73.6% 850.9 73.5% 特環含む

庄原市 32,343 12,893 39.9% 0.0 1,244.6 727.4 58.4% 727.4 58.4% 特環含む

大竹市 26,014 24,872 95.6% 979.8 720.1 720.1 100.0% 720.1 100.0%

東広島市 189,735 88,686 46.7% 2,992.0 4,006.2 2,300.0 57.4% 2,300.0 57.4% 沼田川流関、特環含む

廿日市市 115,984 75,232 64.9% 2,100.4 2,504.9 1,653.6 66.0% 1,653.6 66.0% 特環含む

安芸高田市 26,853 9,488 35.3% 0.0 449.1 449.1 100.0% 449.1 100.0% 特環含む

江田島市 20,955 12,832 61.2% 0.0 710.2 702.2 98.9% 702.2 98.9% 特環含む

府中町 52,815 52,226 98.9% 564.3 536.0 531.0 99.1% 514.7 96.0% 太田川流関

海田町 30,573 30,388 99.4% 553.0 612.0 475.0 77.6% 474.5 77.5% 太田川流関

熊野町 23,458 21,288 90.7% 562.0 572.0 481.0 84.1% 481.0 84.1% 太田川流関

坂町 12,741 12,583 98.8% 383.1 402.8 385.1 95.6% 385.1 95.6%
太田川流関、呉市公共関
連

安芸太田町 5,634 2,376 42.2% 0.0 153.1 152.8 99.8% 152.8 99.8% 特環のみ

北広島町 17,338 8,004 46.2% 0.0 814.9 690.7 84.8% 690.7 84.8% 特環含む

大崎上島町 6,866 2,297 33.5% 0.0 159.1 95.4 60.0% 95.4 60.0% 特環のみ

世羅町 15,070 1,640 10.9% 0.0 271.9 103.0 37.9% 103.0 37.9% 特環含む

神石高原町 8,166 0 ― ― ― ― ― ― ―

県計 2,760,421 2,131,871 77.2% 42,206 50,583.4 38,870.6 76.8% 38,707.0 76.5%

県計（市） 2,587,760 2,001,069 77.3% 40,143 47,061.6 35,956.6 76.4% 35,809.8 76.1%

県計(町) 172,661 130,802 75.8% 2,062 3,521.8 2,914.0 82.7% 2,897.2 82.3%

市町
(5万人未満)

334,832 176,106 52.6% 3,647 8,850.3 6,433.2 72.7% 6,433.7 72.7%

全国平均※２ 81.0%

※1 処理人口は、令和5年3月31日現在の住民基本台帳人口で、4月1日供用開始を含む

※2 全国平均は、東日本大震災の影響により福島県において調査不能な市町村を除いた値を公表しているため、参考値である

整備面積 処理面積人　　口
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５ 汚水処理施設の整備予定 

 

  汚水処理各事業の更なる推進を目指し、令和２年３月に『広島県汚水適正処理構想』を改訂しました。

今後は、同構想に基づき、より一層の効率的・効果的な施設整備を進めていきます。 

 

 汚水処理人口普及率の現状と整備予定 

処理人口 人口普及率 処理人口
汚水処理

人口普及率

（人） （％） （人） （％） （％）

公 共 下 水 道 2,130,063 75.3 2,200,311 80.2 84.8

農業・漁業集落排水 53,371 1.9 48,000 1.7 1.6

個別処理 浄 化 槽 等 317,782 11.2 298,433 10.9 13.7

2,501,216 88.4 2,546,744 92.8 100.0

327,699 11.6 197,688 7.2 ―

2,828,915 100.0 2,744,432 100.0 ―

汚水処理施設未整備人口

行　　政　　人　　口

全体計画
フレーム

区　　分 事　業　名

平成30年度（直近実績） 令和８年度末（予定）

汚
水
処
理
施
設

集合処理

小　　　計

 

（注）1）汚水処理施設別の各数値は四捨五入を行ったため、合計が合わないことがある。 

   2）平成 30 年度の行政人口は、平成 30 年度末の住民基本台帳による実績。 

   3）令和８年度の行政人口は、社人研推計より直線補間し算出したもの。 

   4）汚水処理人口普及率＝汚水処理人口／行政人口（住民基本台帳人口） 

   5）参考「広島県汚水適正処理構想」 https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/262/1214963768269.html 

６ 広島県汚水処理施設整備状況 

 

      年 次 

 

 

汚水処理施設名         

平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

人口 
汚 水 処 理      

人口普及率 人口 
汚 水 処 理      

人口普及率 人口 
汚 水 処 理      

人口普及率 人口 
汚 水 処 理      

人口普及率 人口 
汚 水 処 理      

人口普及率 人口 
汚 水 処 理      

人口普及率 

(千人) （％） (千人) （％） (千人) （％） (千人) （％） (千人) （％） (千人) （％） 

処

理

人

口

 
 
 
 
 
 
 
 
 

公 共 下 水 道 2,120.2 74.7 2,130.1 75.3 2,137.0 75.8 2,141.5 76.4 2,133.4 76.8 2,131.9 77.2 

農業集落排水施設 48.4 1.7 47.8 1.7 46.3 1.6 46.2 1.6 45.1 1.6 43.7 1.6 

漁業集落排水施設 6.1 0.2 5.6 0.2 5.6 0.2 5.5 0.2 5.7 0.2 5.6 0.2 

合併処理浄化槽及び 

コミュニティプラント 
319.7 11.3 317.8 11.2 313.9 11.4 312.0 11.1 309.6 11.1 310.5 11.2 

計 2,494.4 87.9 2,501.2 88.4 2,502.9 88.8 2,505.1 89.4 2,493.8 89.8 2,491.7 90.3 

行 政 人 口 2,848.8 ― 2,828.9 ― 2,818.8 ― 2,802.9 ― 2,777.0 
 

― 2,760.4 ― 

（注）1）汚水処理施設別の各数値は四捨五入を行ったため、合計が合わないことがある。 

   2）人口は、各年度末の住民基本台帳人口に基づく。 
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Ⅳ 下水道事業費の推移

都市下水路

流域下水道
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（単位：百万円）
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